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1 本検討会設立の背景と目的 

平成 28 年 9 月に公表された「未来志向型の取引慣行に向けて」では、重点課題の一つとして「支

払条件の改善」が掲げられた。その目標の実現に向けて、手形通達の改正、下請中小企業振興法

「振興基準」の改正、業種別の自主行動計画の策定とフォローアップ調査の実施などの取り組みを

進める中、手形交換枚数が減少を続けるなど、支払条件の着実な改善が見られているところである。

その一方で、支払サイトの業界毎の長期硬直化や下請事業者への割引料負担の偏在などの新たな

課題も把握されてきている。また、決済手段の電子化技術は進歩しているものの、中小企業への浸

透は未だ道半ばである。 

このような現状を踏まえ、これまでの取り組みの進捗を確認するとともに、（１）約束手形の更なる

現金化の進展、（２）手形サイトの短縮、（３）手形割引料の負担の適正化、（４）新しい決済手段の浸

透などについて検討することにより、支払手段の更なる適正化を進めるため、「約束手形をはじめとす

る支払条件の改善に向けた検討会」を設置することとなった。 

 

 

図表 1 これまでの支払条件改善に向けた取り組み 

手形通達の改正 平成 28 年 12 月、50 年ぶりに手形通達を改正。 

①手形払いの現金化、②手形割引料（金利分）の代金上乗せ、

③手形サイトの短縮を要請。 

 

下請中小企業振興法「振興

基準」の改正 

平成 30 年 12 月の改正時には、サプライチェーン全体で支払条

件を改善するため、大企業取引の支払条件の見直しも追加。 

 

自主行動計画の策定 産業界に対し「自主行動計画」の策定と着実な実行を要請すると

ともに、毎年、策定団体自らフォローアップ調査を行う。 

自主行動計画策定団体は、8 業種 21 団体（平成 29 年 3 月末）

から 16 業種 49 団体（令和 3 年 2 月末時点）まで拡大。 

 

（資料）第 1 回約束手形をはじめとする支払条件の改善に向けた検討会資料を再構成 
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2 約束手形の歴史と現状 

2.1 約束手形の歴史と機能 

 

手形と呼ばれる商習慣は江戸時代から存在したが、現代の約束手形は明治時代以降に法整備、

制度整備が進められ、支払手段として確立・普及してきたものである。 

約束手形に関する法整備は、明治 15 年に制定された為替手形約束手形条例に始まり、昭和 7

年には現行法につながる手形法が制定された。 

法整備と並行して、手形交換所の設立や不渡処分制度の創設など、手形取引の利便性、信頼

性を高める制度整備も進められた。 

 

■約束手形に関連する法整備 

 明治 15 年 為替手形約束手形条例 制定 

 明治 23 年 商法第一編第十二章「手形及び小切手」に規定 

 明治 32 年 商法第四編「手形」に規定 

 昭和 7 年 手形法 制定 

■約束手形に関連する制度整備 

 明治 12 年 大阪手形交換所 設立 

 明治 20 年 東京手形交換所 設立 

 明治 27 年 東京手形交換所不渡処分制度 創設 

 

約束手形は取引先への支払を猶予してもらい、振出人側の資金繰りの負担を軽減する手段として

用いられてきた。特に高度成長期においては、企業の資金需要が旺盛で銀行融資が十分にニーズ

に応えられなかったため、発注企業は資金の不足を補うため、原材料の買い入れや下請事業者へ

の支払に約束手形を用いるなど、銀行融資の代替手段として企業間信用が大きな役割を果たした。 
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なお、諸外国における主要な支払手段を見ると、手形による支払は、日本の他には中国、韓国等、

一部の国にのみ主立って見られる商習慣である。手形による支払の習慣がある国は、支払サイトが

比較的長い傾向が見受けられ、手形の利用が支払サイトを長期化させる一因になっていると考えら

れる。 

 

図表 8 諸外国の主要支払手段 

（資料）金融機関の海外支店ヒアリング情報に基づき作成

国名 主要な支払手段（BtoB） 備考

アメリカ 小切手、銀行振込、クレジットカード 小切手主体だったが、銀行振込やクレジットカードが浸透。

イギリス 銀行振込 、口座引落、クレジットカード、小切手 欧州ではSEPA（欧州36カ国を跨ぐユーロ建ての電子決済が
行える地域およびそのスキームのこと。振込、口座引落、カード
払などの決済が対象）が導入済み。
※SEPA：Single Euro Payment Area、単一ユーロ決済圏ドイツ 銀行振込 、口座引落、クレジットカード

オーストラリア 小切手、クレジットカード、銀行振込 米国同様の商習慣。

シンガポール 銀行振込、小切手
手形は不渡罰則が弱く、浸透せず。
手形の代わりに発達した小切手は政府が2025年までに廃止
する目標を設定。代わりにスマートフォン、PC等での電子即時
送金制度（PayNow）を推進。

中国 銀行振込、為替手形、小切手
（※手形は通常、銀行が保証しており、日本の為替手形に相当）

成長期の資金不足を背景に手形発達。
なお、手形は大半が電子、銀行引受手形。

韓国 銀行振込、約束手形 成長期の資金不足および日本同様の厳しい不渡罰則（取引
停止処分）を背景に手形発達。電子手形への移行進展。

日本 銀行振込、約束手形 高度成長期の資金不足を背景に手形発達、現在でも残存。
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3.2.2 約束手形に関わる手数料体系（金融機関における取引慣行の問題） 

 

約束手形は振出から現金の受け取りまでに、振出人、受取人のそれぞれがコストを負担する必要

がある。具体的には、振出人には用紙交付手数料など、受取人には取立手数料や割引料などの負

担が生じている。 

手形関連の手数料は取扱金融機関によって定められているが、１枚あたりに換算して、振出人が

負担する用紙交付手数料が６６円から２２０円程度（メガバンクの場合）であるのに対し、受取人が負

担する取立手数料は７７０円から８８０円であるなど、金融機関が設定する料金が振出人に有利な

料金体系となっている。 

令和２年度アンケート調査でも、振出人が手形による支払をやめたくない理由として１７．３％が

「費用負担が少額である」と回答しており、金融機関が設定する料金体系が、振出人によって約束手

形が選択され続ける一因となっている。 

 

図表 10 振出人に有利な約束手形の取引慣行 

◎メリットを受けるケース △デメリットを負担するケース

約束手形の取引慣行 振出人 受取人 金融機関

資金繰り関連

・支払サイトの確保 ◎現金・振込に比べ、支払まで
のサイトが長い

△入金が遅い

・割引料の負担 ◎サイトのメリットを受けるも、割
引料を負担するケースは稀

△資金が必要な場合、手数料を
負担して手形を割引

コスト関連

・手形帳発行手数料 ◎発行手数料は割安 △コストに見合う手数料を請求
できていない可能性もある

・手形印紙代 （振出人が負担）

・郵送料 ◎通常は振出人負担だが、受取
人負担のケースも見られる

△郵送料の負担を求められる
ケースも見られる

・取立手数料 △受取人が取立手数料を支払う
必要がある

△金融機関内部の事務コスト、
手形交換所の運営コスト等、
十分に手数料に反映できてい
ない可能性もある

メリットが多い
（資料）第5回約束手形をはじめとする支払条件の改善に向けた検討会資料

 

 

 

3.3 「紙」を取り扱う事務負担・リスク負担 

 

約束手形の場合、発行、保管、流通（手形交換）、取立という一連の支払手続において、現物で

ある「紙」の管理、授受が伴うことになる。そのため、手形の振出人、受取人、金融機関のそれぞれに

おいて「紙幣」と同等の管理が必要となり、その過程では様々なコストとリスクが存在する。 
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4 約束手形に対する今後の方向性 

4.1 手形通達の再改正 

 

支払条件の改善を更に推し進めるため、手形通達を再度改正すべきである。具体的には、以下

の内容が想定される。 

 手形等のサイトを業種にかかわらず 60 日以内とすること 

 手形の割引料に関する協議を促進するため、本体価格分と割引料相当額を分けて明示する

べきであること 

 施行は、振出人の資金繰りに影響する経済状況などの取引の実態や周知期間を考慮して定め

ること（例えば３年） 

 

4.2 約束手形の利用の廃止 

 

約束手形は先履行した取引に対して、取引先への支払を一定期間猶予してもらう決済手段であ

る。特に、企業の資金需要が旺盛で銀行融資が十分にそのニーズに応えられず、法人部門全体で

資金が不足していた高度経済成長期には、サプライチェーン全体で資金繰りの負担を分かち合う役

割を果たしてきた。 

しかし現金取引と比べて支払サイトが約２倍と長いなど、他の決済手段と比べて取引上の立場の

弱い受注企業に対して資金繰りを負担させる性質が強い決済手段である。法人部門が資金余剰に

転じ、また、金融に関する様々な規制が緩和されて資金調達がしやすくなった現代においてもなお

従来の存在意義があるかは疑問である。 

また、日本の大手企業の設定する支払サイトは諸外国と比べてほぼ全ての業種において長い傾

向が見られる。企業間取引の国境がなくなった今日において、我が国のビジネス環境の魅力を高め

ていくという観点、有望なベンチャー企業や中小企業を資金支援していく観点からも、取引先企業に

対して資金繰りの負担を寄せる支払サイトの長い取引慣行は見直されるべきであると考えられる。 

さらに、約束手形には、「紙」を取り扱うことによる事務負担・リスクが存在している。ＥＤＩを用いた企

業間取引の電子化を進めていく上で、決済が約束手形のままでは取引の電子化は完成しない。取

引の電子化・効率化を推進する観点からも「紙」の取扱いが不可避な約束手形を用いた決済は見

直されるべきである。 

約束手形を用いている事業者も、受取側の９割、振出側も７割を超える事業者が約束手形を「や

めたい」との意向を持っている（令和２年度アンケート調査）。 

以上を踏まえると約束手形の利用を廃止していくべきである。支払サイトを短くしていくためには約

束手形よりも支払サイトの短い決済手段（現金振込）への切り替えが進められるべきである。発注企

業の資金繰り負担などから直ちに切り替えができない場合であっても、少なくとも「紙」による決済をや

める観点から、電子的決済手段（電子記録債権等）への切り替えを進めるべきである。  
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5.1.2 サプライチェーン全体での取り組みの必要性 

 

個々の企業にとっては「受取」と「支払」のサイトをバランスさせる必要があり、約束手形の利用をや

め、サイトを短くしていくためには大企業間取引も含めたサプライチェーン全体での取り組みが必要で

ある。 

令和２年度アンケート調査では、約束手形を利用する理由として「自社が約束手形で支払を受け

ているため、やむをえず手形を利用している」を挙げる声が見られ、また、支払条件の改善に取り組

んだ企業へのヒアリング調査でも、「サプライチェーン全体でのサイト短縮に向けた取り組みが必要」と

の声が聞かれた。 

サプライチェーン全体での取り組みがない中で個別企業が支払条件の改善に取り組むと、その企

業に資金繰り負担がしわ寄せされることになり、支払条件改善に対するマイナスのインセンティブが生

じてしまうことになる。 

 

図表 18 【ヒアリング結果】支払条件改善時の困難 

 自社が受取側の取引もあるので、自社だけサイト短縮に取り組むと自社へのしわ寄せ

が否めない。支払サイト短縮に取り組んでいる企業も存在するが、十分であるように

は思えない。サプライチェーンの上流から改善していってほしい。（建設業・大企業） 

 自社はサイト短縮に取り組んだものの、受取の手形サイトは従前と不変である。サプ

ライチェーン全体での施策を検討してほしい。（建設業・大企業） 

 サプライチェーン上流は他業界であることも多く、業界全体に支払条件の改善の流れ

があったとしても、それに当てはまらない企業がサプライチェーンに存在することに

なる。全業界にわたっての改善が望まれる。（建設業・大企業） 
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5.2.3 ＩＴリテラシー 

 

特に中小・小規模事業者から、紙の約束手形をやめて電子的な支払手段に移行する際の具体

的な課題として「ＰＣ・でんさい等の操作が不安」であるとの声がある。金融機関のサイトにおいても専

門用語が用いられており、それが理解を妨げている可能性があるため、でんさいの取引画面において

も分かりやすい画面づくりが求められる。 

 

5.2.4 普及・促進の取り組み 

 

インターネットバンキングや電子記録債権は金融機関によって提供される決済サービスである。

「導入の際には苦労したが金融機関のフォローがあり助かった」という利用者の声もあるため、更なる

普及・促進に向けた金融機関による取り組みも重要である。 

 

5.2.5 その他 

 

「紙の約束手形が大企業との取引を証明する手段として用いられている」との声も聞かれた。電子

的な決済手段に移行したとしても、従来の約束手形が果たしてきた機能が確保される取り組みが必

要である。 

 

図表 20 【ヒアリング結果】電子記録債権導入の感想 

 電子記録債権の導入時は苦労した。公開されている文書を参照したり、銀行のフォロ

ーを受けたりしながら徐々に操作に慣れていった。慣れると使い勝手が良く、事務負

担も減ったので助かっている。（製造業・中小企業） 

 電子記録債権の知名度が低く導入が困難だった。下請企業への導入を支援するために

自社で説明会を行ったが、その費用が負担となった。（建設業・大企業） 

 

 

5.3 資金繰り 

5.3.1 サプライチェーン全体での取り組み 

 

振出側が約束手形をやめられない理由に「資金繰り」が挙げられる。個々の企業にとっては「受取」

と「支払」のサイトをバランスさせる必要があり、約束手形の利用をやめサイトを短くしていくためには、

大企業間取引も含めたサプライチェーン全体での取り組みが必要である。 
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5.3.2 公的支援の活用 

 

取引先の支払条件の改善に取り組む企業に対する公的支援としては、日本政策金融公庫による

低利融資制度がある。この制度は約束手形を現金決済に変更するための運転資金も対象となって

おり、約束手形をやめるための手段としてこうした制度も活用していくべきであろう。 

また、下請中小企業振興法に基づく措置として、下請事業者への支払条件の改善（約束手形か

ら現金化や支払サイトの短縮化）に取り組むための公的支援措置がある（日本政策金融公庫による

低利融資や債務保証など）。下請中小企業振興法を改正して、こうした支援措置を受けるための要

件を緩和することも検討されている。 

 

図表 21 日本政策金融公庫による企業活力強化資金 

【日本政策金融公庫による企業活力強化資金】

貸付対象 取引先に対する支払条件の改善に取り組む者

資金使途 支払条件の改善に取り組む者が必要とする設備資金および長期運転資金

貸付期間 運転資金 ７年以内（うち据置期間２年以内）
設備資金２０年以内（うち据置期間２年以内）

貸付限度額 直接貸付：７億２千万円（うち運転資金２億５千万円）
代理貸付：１億２千万円

貸付利率
※令和３年２月１日現在

・基準金利：１．１１%～１．４０%（信用リスクや融資期間に応じて適用）
・ただし、手形を完全現金化する方または手形サイトを６０日以内に短縮化する方が必要とする資金については
２億７千万円まで特別利率①（基準金利－０．４％）

対象業種 対象規模
製造業※1、建設業、運輸業など 資本金３億円以下 または 従業員３００人以下

卸売業 資本金１億円以下 または 従業員１００人以下
小売業 資本金５千万円以下 または 従業員５０人以下

サービス業※2 資本金５千万円以下 または 従業員１００人以下
※１ 製造業のうち、ゴム製品製造業（自動車または航空機用タイヤ及びチューブ製造業、工業用ベルト製造業を除く）は、資本金3 億円以下または従業員900 人以下。
※２ サービス業のうち、旅館業は、資本金5 千万円以下または従業員200 人以下、ソフトウエア業及び情報処理サービス業は、資本金3 億円以下または従業員300 人以下。
※３ 貸付対象は、上記の業種及び企業規模に該当する会社（監査法人、特許業務法人、弁護士法人、税理士法人、司法書士法人、土地家屋調査士法人、社会保険労務士法人

及び行政書士法人を含む。）及び個人、ならびに中小企業等協同組合等。
※４ 以下の業種は、中小企業事業の融資等の対象外（国民生活事業、農林水産事業で対象となる業種もある）。

ー農業、林業、漁業、金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く）、不動産業のうち住宅及び住宅用の土地の賃貸業、非営利団体、一部の風俗営業、公序良俗
に反するもの、投機的なもの など

（参考）日本政策金融公庫による中小企業事業の融資対象

(資料)日本政策金融公庫ホームページより抜粋・作成
 

 

  











 

25 

7 「約束手形の利用の廃止等に向けた自主行動計画」の策定 

以上見てきたように、約束手形の利用を廃止していくためには、従来の取引慣行を見直していく必

要がある。その際、以下の点を踏まえた取り組みが必要である。 

 

 業種によって資金サイクルが異なるなど事情が異なる。そのため、各業界の特性を踏まえた取

り組みであること。 

 発注者側の大企業から順にサプライチェーン全体への取り組み（産業界全体の取り組み）へと

進めていくものであること。 

 振出人に有利な料金体系、代替手段の利便性の確保など、約束手形を廃止していく上では決

済手段を提供する金融機関の取り組みも不可欠であること。 

 

産業界、金融界はそれぞれ「約束手形の利用の廃止等に向けた自主行動計画」を策定すべきで

ある。この行動計画は「自主的な」取り組みであるため、具体的な目標期限を設定し、また進捗を把

握・管理しつつ実行する仕組み（ＰＤＣＡを回していく場の設定）を併せて講じる必要がある。 

経済産業省が所管する業界に関しては、中小企業政策審議会において自主行動計画のフォロー

アップを行っていく。新たに自主行動計画を策定する金融界においても、少なくとも金融界の中に、

約束手形のユーザーである産業界にも参加を呼びかけ、約束手形の利用の廃止に向けた現状と課

題をフォローアップする場を設置することが望ましい。 

また、具体的な目標期限としては、以下のようなスケジュール感を想定する。 

・自主行動計画の期間は５年間とする。 

・毎年のフォローアップの状況もみながら３年後に自主行動計画の中間的な評価を行い、必要 

  な見直しを行う。 

 

【自主行動計画で検討されるべき項目の例】 

（１）産業界 

 ■約束手形の運用改善 

  ・手形サイトの短縮化（下請法対象外企業への支払を含む） 

  ・振出人による割引料の負担および割引料の明示 

 

 ■約束手形の利用廃止 

  ・大企業間取引を含めた発注者側の大企業における取引から、約束手形の利用を廃止し、振 

     込払いへ移行（振込払いへの移行が困難な場合には、電子記録債権への移行） 

  ・支払サイトの短縮 

  ・サプライチェーン全体への働きかけ 
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 ■支払条件に関する情報開示の充実 

  ・約束手形の残高や支払サイトを開示、時系列比較や業界平均比較の実施 

 

（２）金融界 

 ■決済関連手数料の見直し 

  ・約束手形に関連する手数料の見直し（振出人に有利な料金体系の見直し） 

    ‐手形帳発行手数料、取立手数料、割引料等の適正化 

  ・電子的決済サービスの手数料の低減 

    ‐インターネットバンキング利用料、電子記録債権に関する利用料の低減 

 

 ■電子的決済サービスの普及促進策 

  ・約束手形と同等以上の商品性の確保 

    ‐サービス利用料 

    ‐インターネットバンキングの契約がなくても利用可能な設計 

    ‐支払期日／債権金額の制限緩和 

    ‐取引に関する証明書類の発行 

    ‐電子記録債権間の互換性確保  など 

  ・中小・小規模事業者向けの新規導入 IT サポート 

  ・その他、企業間取引の電子化・効率化のための取り組み 

 

 ■支払サイトを短縮しつつ約束手形の利用を廃止する事業者への資金繰り支援 

  ・約束手形の利用を廃止する事業者に対する資金繰り支援 

    ‐制度融資、振興事業計画の活用を含む 

 

 ■使いやすいファクタリングサービスの提供 

  ・フィンテック企業との提携 

 

  







 

29 
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＜オブザーバー＞ 

加藤 正敏 日本商工会議所 中小企業振興部長 

及川  勝 全国中小企業団体中央会 事務局長 
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